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厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦ 
障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた 
障害福祉サービス等の推進に資する研究 

 

評価尺度及び障害福祉サービス利用状況に関する分析 

 

研究分担者：山口創生 

（国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 地域・司法精神医療研究部） 

 

要旨 

本研究は、計画相談支援を利用した当事者における障害サービス利用状況と再入院に関する

アウトカムとの関連を検証することを目的としている。本分担班は、その目的に対応する調

査項目や調査ツールを整備した。研究班内でのミーティング等を通して、調査項目は基礎情

報やケアニーズ、入院履歴（アウトカム）、障害福祉サービスの利用状況とした。基礎情報

や入院履歴の一部は、精神科入院患者を対象とした他の調査で使用されている項目と同様の

内容とした。また、ケアニーズや障害福祉サービスの利用状況については、すでに開発され

ている構造的な調査ツール（ケースマネジメント導入基準シートや日本版クライエントサー

ビス受給票）を用いることとした。既存の調査項目や調査ツールを利用することにより、デ

ータについての一定の妥当性が担保され、他研究との比較が可能となる。 

A.研究の背景と目的 

過去半世紀において、国際的に精神障害者支

援における地域ケアが発展してきた。我が国

においても障害福祉サービスの拡充と並行し

て、精神障害当事者（以下、当事者）に対する

地域ケアの発展は徐々に進んでいる 1)。他方、

我が国の精神科医療福祉制度は、医療サービ

スに関する制度と障害福祉サービスに関する

制度がそれぞれに発展してきた経緯があり、

両者の連携に課題を抱えることがしばしばあ

る。実際、比較的重い精神症状を持った当事

者が病院から退院した際に利用したサービス

を検証した調査では、分析対象者のうち、障

害福祉サービスや訪問看護、精神科デイケア

を含む地域精神保健サービスを利用していた

者は全体の約 30%であったと報告されている

2)。すなわち、（入院）医療サービスから障害

福祉サービスを含む地域精神保健福祉サービ

スへの移行は決して円滑なものではないと考

えられる。 

このような中、2019 年度には「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステム」の構築事業

が始まり、精神科医療サービスと障害福祉サ

ービスの密接な連携や入院医療サービスから

障害福祉サービスへの円滑な移行は、これま

で以上に重要な課題となっている。特に、障

害者総合支援法における計画相談支援には、

当事者の安定的な地域生活を支えるために、

ニーズに応じた障害福祉サービスの調整や利

用するサービスについての計画を作成するこ

とが求められている。しかしながら、計画相

談支援を利用した当事者が、実際にどのよう

なサービスを利用しており、その結果として

もたらされるアウトカム（特に再入院）につ

いては、十分な検証がない。本研究班ではこ

の課題について取り組むが、本分担班は障害
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福祉サービスの利用状況に関するデータを担

当する。本年度の具体的な活動は、研究班の

目的に即した評価ツールの準備であった。 

 

B.方法と結果 

研究班内における議論あるいは相談支援事業

所の職員や行政職員などとの議論、過去の研

究のレビューを通して、本研究班が収集する

データは、基礎情報やケアニーズ、入院履歴

（アウトカム）、障害福祉サービスの利用状況

とした。また、実際のデータ収集は、匿名性が

確保できる Online システムを用いて行う。

Online システムは、みずほ情報総研との共同

で開発された。Online システムの回答者は計

画相談支援に従事する職員とした。回答者は

計画相談支援を利用した調査対象者について、

利用開始時点から利用開始後 2 年経過時まで

を振り返って、各調査項目を入力する予定で

ある。下記に調査項目の詳細について、説明

する。 

 

1) 基礎情報およびケアニーズ 

基本情報は、①年齢、②性別、③住居形態、④

精神科の主診断、⑤薬物依存や知的障害、発

達障害の重複診断の有無、⑥管理が必要な身

体疾患の有無で構成された。これらの項目は、

国内で現在進行中の精神科入院患者のコホー

ト研究プロジェクト「早期に退院する精神障

害者における再入院と地域定着に影響する要

因に関する縦断研究」で使用されている調査

票を参考にした 3)。 

ケアニーズの測定には、新設される診療報酬

制度でも使用されるケースマネジメント導入

基準シート（Intensive Case Management 

Screening Sheet: ICMSS）を用いることとし

た 4)。ケースマネジメント導入基準シートは

15 項目（尺度版は 14 項目）で構成され、各

項目について、（ニーズが）「ある」「ない」「わ

からない」の選択肢が用意されている（図1）。 

 

2) 入院履歴（アウトカム） 

本研究でアウトカムとなる入院履歴について

は、計画相談支援利用後の 2 年間を想起して

回答する形式とした。具体的には、調査対象

者における期間内の再入院の有無を含む、入

院期間を調査する。また、再入院のデータを

入力する際には、病棟種別や入院形態、入院

理由も併せて調査する予定である（図 2）。 

 

3) 障害福祉サービスの利用状況 

障害福祉サービスの利用状況については、医

療経済評価ツールである日本版クライエント

サービス受給票（Client Service Receipt 

Inventory-Japanese version : CSRI-J）をも

とに 5)、障害者総合支援法下の障害福祉サー

ビスを網羅する項目を設けた 6)。回答者は、計

画相談支援の利用開始後の 2 年間で、調査対

象者が利用した障害福祉サービスや精神科医

療サービス（例：訪問看護、精神科デイケアな

ど）、自治体サービスの有無やその期間などに

ついて入力する予定である（図 3）。 

 

C.考察 

本分担班は、研究班全体の目的である障害福

祉サービスの利用状況とアウトカム（特に入

院履歴）との関連を検証するために、調査項

目を設定し、調査ツールを整備した。調査ツ

ールとして使用されるケースマネジメント導

入基準シートや日本版クライエントサービス

受給票は、ツールの開発段階において一定の

妥当性が示されており、調査目的に沿った情

報収集が可能となる。また、基礎情報や入院

履歴に関する項目は、過去の研究や現在進行

形の研究でも使用されている内容であること

から、将来的には、本研究班の知見と他の研

究の知見を比較することが可能となる。 

本研究はケース・コントロール研究のデザイ

ンを採用するため（1 章参照）、各種ツールの

データは過去を遡って収集する形式となる。

よって、一定の想起バイアスについては留意
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する必要がある。本研究はサンプルサイズの

計算や予備調査の段階で、入院履歴が稀なア

ウトカムとなる可能性が指摘されている。そ

のため、本研究が前向き縦断調査のデザイン

を採用することは必ずしも適切とはいえない

（1 章参照）7)。本分担班では、現状において

実現可能な研究デザインを模索した上での調

査項目および調査ツールを設定した。 

 

D.健康危険情報 

なし 

 

E.研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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図 1 基礎情報やケアニーズの入力画面 

 

 
※画面は開発中のものであり、実際に使用する Online システムとは異なる可能性がある。 
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図 2 入院履歴（アウトカム）の入力画面 

 

 

※画面は開発中のものであり、実際に使用する Online システムとは異なる可能性がある。 
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図 3 障害福祉サービスの利用状況の入力画面 

 

 

※画面は開発中のものであり、実際に使用する Online システムとは異なる可能性がある。 


